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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第49期
第２四半期
累計期間

第50期
第２四半期
累計期間

第49期
第２四半期
会計期間

第50期
第２四半期
会計期間

第49期

会計期間

自  平成21年
    ８月１日
至  平成22年
    １月31日

自  平成22年
    ８月１日
至  平成23年
    １月31日

自  平成21年
    11月１日
至  平成22年
    １月31日

自  平成22年
    11月１日
至  平成23年
    １月31日

自  平成21年
    ８月１日
至  平成22年
    ７月31日

売上高 (千円) 2,015,2271,759,687998,922 851,6303,682,568

経常利益 (千円) 153,419 63,806 117,138 3,470 177,159

四半期(当期)純利益 (千円) 91,346 38,075 68,643 404 105,392

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 251,577 251,577 251,577

発行済株式総数 (株) ― ― 8,994,0008,994,0008,994,000

純資産額 (千円) ― ― 2,857,7412,809,2622,799,228

総資産額 (千円) ― ― 4,311,0883,952,8204,196,200

１株当たり純資産額 (円) ― ― 317.82 319.96 319.04

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 10.16 4.34 7.64 0.05 11.84

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 10.14 4.32 7.60 0.05 11.78

１株当たり配当額 (円) 3.50 3.50 3.50 3.50 7.00

自己資本比率 (％) ― ― 66.3 70.9 66.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 293,007△351,262 ― ― 582,917

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △132,775 66,156 ― ― △85,809

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △31,404 △30,811 ― ― △104,392

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,290,0211,237,9921,553,910

従業員数 (名) ― ― 107 114 114

(注) １  当社は、四半期連結財務諸表を作成していませんので、四半期連結累計(会計)期間等に係る主要な経営指標等

の推移については、記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

関係会社はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年１月31日現在

従業員数(名) 114 [22]

　(注)   従業員数は就業人員（他社から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託、人材会

社からの派遣社員を含む）は当第２四半期会計期間の平均人員を[　]外数で記載しております。なお、当社か

ら社外への出向者はおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、自動包装機械製造事業の単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の状況につきましては、

品目別の情報を記載しております。

　

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　

品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

給袋自動包装機 472,900 154.1

製袋自動包装機 180,300 101.3

包装関連機器等 4,972 1.5

合計 658,172 80.6

(注) １  金額は、販売価格によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　

品目 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

給袋自動包装機 511,847 103.9 602,676 130.6

製袋自動包装機 139,620 71.2 157,975 55.5

包装関連機器等 210,183 109.5 267,511 152.0

合計 861,651 97.9 1,028,162 111.5

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　

品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

給袋自動包装機 472,900 154.1

製袋自動包装機 180,300 101.3

包装関連機器等 4,972 1.5

保守消耗部品その他 193,457 105.9

合計 851,630 85.3
　

(注) １  主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりであります。

(  )内の数値は総販売実績に対する輸出高の割合であります。
　

輸出先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

アジア 809 13.4 147,425 96.6

ヨーロッパ 1,819 30.0 4,426 2.9

北米 3,433 56.6 710 0.5

計
6,062
(0.6％)

100.0
152,562
(17.9％)

100.0

　

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社イシダ 115,678 11.6 228,577 26.8

AJINOMOTO ENGINEERING
2001(THAILAND)CO.,LTD.

191 0.0 128,523 15.1

株式会社伊藤園 259,236 26.0 437 0.1

ペットライン株式会社 299,808 30.0 ─ ─
　

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は発生しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資などに回復傾向が見ら

れたものの、円高の進行や厳しい雇用情勢などから、依然として先行きは不透明な状況が続いており

ます。

包装機械業界におきましては、顧客企業の設備投資の抑制傾向が続いており、受注環境は厳しい状

況で推移しております。

このような状況のなか、当社は新規顧客と新たなマーケットの開拓、新機種の拡販、海外販売の強

化に努めるとともに、収益性の向上に取り組んでまいりました。

当第２四半期会計期間における売上高につきましては、大型案件の実績が減少したことから、前年

同四半期に対し147百万円の減収となりました。

また、受注高につきましては、受注件数が減少したことから、前年同四半期を僅かに下回りました。

収益面につきましては、販売費及び一般管理費は前年同四半期より減少したものの、売上高の減少

と売上総利益率の低下に伴い売上総利益が前年同四半期より大幅に減少したことから、営業利益及

び経常利益につきましては、前年同四半期より減益となりました。

以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は851百万円(前年同四半期比14.7%減)、営業利益1百

万円(前年同四半期比98.3%減)、経常利益3百万円(前年同四半期比97.0%減)、四半期純利益は0百万円

(前年同四半期比99.4%減)となりました。
　

当社は、自動包装機械製造事業の単一セグメントでありますが、品目別売上高の概況は次のとおり

であります。

  給袋自動包装機は、販売台数が増加したことから、売上高は472百万円（前年同四半期比54.1%増）

となりました。

  製袋自動包装機は、１台当たりの平均価格は減少したものの、販売台数が増加したことから、売上

高は180百万円(前年同四半期比1.3%増)となりました。

  包装関連機器等は、包装システムで大型案件の実績が減少したことから、売上高は4百万円(前年同

四半期比98.5%減)となりました。

  保守消耗部品その他につきましては、高額の保守案件の実績が増加したことから、売上高は193百

万円(前年同四半期比5.9%増)となりました。

　

（２）財政状態の分析

（資産）

  当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は2,965百万円となり、第１四半期会計期間末に

比べて298百万円減少いたしました。この主たる要因は、現金及び預金が第１四半期会計期間末に比べ

228百万円減少したこと、たな卸資産が第１四半期会計期間末に比べ100百万円減少したこと等により

ます。

  固定資産につきましては、当第２四半期会計期間末残高は987百万円となり、第１四半期会計期間

末に比べて6百万円減少いたしました。この主たる要因は、減価償却費の計上等に伴い有形固定資産が

第１四半期会計期間末に比べ10百万円減少したこと等によります。

  この結果、総資産は、第１四半期会計期間末に比べ305百万円減少し、3,952百万円となりました。 
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（負債）

  当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は1,078百万円となり、第１四半期会計期間末に

比べて310百万円減少いたしました。この主たる要因は、仕入債務が第１四半期会計期間末に比べ285

百万円減少したこと等によります。

  固定負債につきましては、当第２四半期会計期間末残高は65百万円となり、第１四半期会計期間末

とほぼ同額となりました。

  この結果、負債合計は、第１四半期会計期間末に比べ310百万円減少し、1,143百万円となりました。

（純資産）

  当第２四半期会計期間末における純資産の残高につきましては、その他有価証券評価差額金の増加

等により、第１四半期会計期間末に比べ4百万円増加し、2,809百万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半

期会計期間末に比べ228百万円減少し、当第２四半期会計期間末には1,237百万円となりました。

  また当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は202百万円（前年同四半期は11百万円の獲得）となりました。この

主たる要因は、仕入債務の減少額が前年同四半期比253百万円増加の285百万円となったこと等によ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は前年同四半期比96百万円減少の24百万円となりました。この主た

る要因は、定期預金の払戻による収入が100百万円あったものの、定期預金の預入による支出が前年

同四半期とほぼ同額の109百万円であったこと、有形固定資産の取得による支出が前年同四半期比2

百万円増加の12百万円であったこと等によります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は前年同四半期とほぼ同額の2百万円となりました。これは、配当金

の支払額が2百万円あったことによります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第２四半期会計期間における研究開発費の総額は33百万円であります。

なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中または実施中の重要な設備の新設、除

却等はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年３月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,994,000 8,994,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株であり　
ます。

計 8,994,000 8,994,000― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第１回新株予約権

平成21年10月23日定時株主総会及び平成21年11月13日取締役会  決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年１月31日)

新株予約権の数(個) 48  (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 48,000  (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり132  (注)２

新株予約権の行使期間 平成23年12月１日～平成25年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格    132
資本組入額   66

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

ただし、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む）又は株式併合を行う場合は、次の算式によ

り付与株式数を調整します。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

また、上記のほか、付与株式数を調整することが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与株式数を調整する

ことができるものとします。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

２  新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む）又は株式併合を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率

また、新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社

法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に

転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

３  当社の第50期事業年度の単独決算の損益計算書における当期純利益が、70百万円を上回った場合にのみ新株

予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新

株予約権を行使することができないものとします。
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４  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき

吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう）の直前において残存する新

株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそ

れぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを

条件とします。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

  新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

  再編対象会社の普通株式とします。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

  組織再編行為の条件等を勘案の上、上記新株予約権の目的となる株式の種類及び株式の数に準じて決定し

ます。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

  交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記新株予約権の行使価額を組織再編

行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の

目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

⑤新株予約権を行使することができる期間

  上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

  上記新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定します。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

  譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま

す。

⑧新株予約権の取得条項

  本新株予約権の取り決めに準じて決定します。

⑨その他の新株予約権の行使の条件

  本新株予約権の取り決めに準じて決定します。
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第２回新株予約権

平成21年10月23日定時株主総会及び平成21年11月13日取締役会  決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年１月31日)

新株予約権の数(個) 79  (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 79,000  (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり88  (注)２

新株予約権の行使期間 平成23年12月１日～平成25年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     88
資本組入額   44

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要するものとします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

ただし、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む）又は株式併合を行う場合は、次の算式によ

り付与株式数を調整します。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

また、上記のほか、付与株式数を調整することが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与株式数を調整する

ことができるものとします。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

２  新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む）又は株式併合を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×
１

株式分割・株式併合の比率

また、新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社

法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に

転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

３  当社の第50期事業年度の単独決算の損益計算書における当期純利益が、70百万円を上回った場合にのみ新株

予約権を行使することができるものとします。また、新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新

株予約権を行使することができないものとします。
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４  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき

吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう）の直前において残存する新

株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそ

れぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを

条件とします。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

  新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

  再編対象会社の普通株式とします。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

  組織再編行為の条件等を勘案の上、上記新株予約権の目的となる株式の種類及び株式の数に準じて決定し

ます。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

  交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記新株予約権の行使価額を組織再編

行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の

目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。

⑤新株予約権を行使することができる期間

  上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ

か遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとします。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

  上記新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定します。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

  譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま

す。

⑧新株予約権の取得条項

  本新株予約権の取り決めに準じて決定します。

⑨その他の新株予約権の行使の条件

  本新株予約権の取り決めに準じて決定します。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年１月31日 ― 8,994,000 ― 251,577 ― 282,269
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ゼネラルパッカー従業員持株会 愛知県北名古屋市宇福寺神明65番地 1,314,000 14.60

高野  まさ子 名古屋市名東区 650,000 7.22

原  淳 名古屋市千種区 601,000 6.68

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 392,000 4.35

高野  季久美 名古屋市名東区 364,000 4.04

田中  かんな 名古屋市名東区 364,000 4.04

ゼネラルパッカー取引先持株会 愛知県北名古屋市宇福寺神明65番地 296,000 3.29

安江  禎治 愛知県小牧市 279,800 3.11

原  利子 名古屋市千種区 224,000 2.49

島末  孝法 愛知県北名古屋市 196,000 2.17

計 ― 4,680,800 52.04

(注)  上記のほか、当社所有の自己株式230,707株(2.56%)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 230,000

―
単元株式数は1,000株でありま
す。

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,756,000 8,756 同  上

単元未満株式 普通株式 8,000 ― ―

発行済株式総数 8,994,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,756 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ゼネラルパッカー株式会社

愛知県北名古屋市
宇福寺神明65番地

230,000― 230,000 2.55

計 ― 230,000― 230,000 2.55

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
８月 ９月 10月 11月 12月

平成23年
１月

最高(円) 193 186 189 192 197 198

最低(円) 180 172 172 172 181 187

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年８月１日から平成22年１月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年11月１日から平成23年１月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年８月１日か

ら平成23年１月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年11月１日か

ら平成22年１月31日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年８月１日から平成22年１月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年11月１日から平成23年１月31日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成22年８月１日から平成23年１月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社には子会社がないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,338,135 ※４
 1,753,987

受取手形及び売掛金 850,470 ※２
 661,771

仕掛品 290,564 348,419

原材料及び貯蔵品 291,491 308,641

未収入金 ※２
 129,496

※３
 79,516

その他 65,544 55,799

貸倒引当金 △188 △139

流動資産合計 2,965,513 3,207,995

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 574,758 592,968

土地 280,603 280,603

その他（純額） 24,573 26,385

有形固定資産合計 ※１
 879,935

※１
 899,958

無形固定資産 16,608 10,153

投資その他の資産 90,762 78,093

固定資産合計 987,307 988,204

資産合計 3,952,820 4,196,200

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 667,612 878,434

未払法人税等 23,480 69,809

賞与引当金 41,955 31,264

役員賞与引当金 － 9,800

製品保証引当金 8,908 8,245

その他 336,418 337,892

流動負債合計 1,078,376 1,335,447

固定負債

退職給付引当金 31,272 31,034

役員退職慰労引当金 33,880 30,450

その他 28 39

固定負債合計 65,181 61,524

負債合計 1,143,557 1,396,971
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年７月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 251,577 251,577

資本剰余金 282,269 282,269

利益剰余金 2,308,552 2,301,151

自己株式 △43,016 △42,844

株主資本合計 2,799,382 2,792,153

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,495 3,998

評価・換算差額等合計 4,495 3,998

新株予約権 5,384 3,077

純資産合計 2,809,262 2,799,228

負債純資産合計 3,952,820 4,196,200
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年８月１日
　至 平成22年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年８月１日
　至 平成23年１月31日)

売上高 2,015,227 1,759,687

売上原価 1,458,180 1,317,113

売上総利益 557,046 442,574

販売費及び一般管理費 ※
 408,383

※
 383,477

営業利益 148,662 59,096

営業外収益

受取利息 1,427 986

受取配当金 124 124

設備賃貸料 － 2,400

生命保険配当金 1,146 －

その他 2,909 2,165

営業外収益合計 5,607 5,676

営業外費用

支払利息 849 965

その他 1 0

営業外費用合計 850 965

経常利益 153,419 63,806

特別損失

投資有価証券評価損 － 6,574

特別損失合計 － 6,574

税引前四半期純利益 153,419 57,231

法人税、住民税及び事業税 59,746 21,545

法人税等調整額 2,326 △2,389

法人税等合計 62,073 19,156

四半期純利益 91,346 38,075
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年11月１日
　至 平成22年１月31日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年１月31日)

売上高 998,922 851,630

売上原価 687,669 658,323

売上総利益 311,252 193,306

販売費及び一般管理費 ※
 197,119

※
 191,411

営業利益 114,133 1,894

営業外収益

受取利息 895 542

受取配当金 124 124

助成金収入 － 433

生命保険配当金 685 －

その他 1,706 930

営業外収益合計 3,413 2,031

営業外費用

支払利息 407 455

その他 1 －

営業外費用合計 408 455

経常利益 117,138 3,470

特別損失

投資有価証券評価損 － 6,574

特別損失合計 － 6,574

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 117,138 △3,103

法人税、住民税及び事業税 38,047 △11,795

法人税等調整額 10,447 8,287

法人税等合計 48,495 △3,507

四半期純利益 68,643 404
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年８月１日
　至 平成22年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年８月１日
　至 平成23年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 153,419 57,231

減価償却費 23,839 25,975

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,250 △9,800

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △18,370 3,430

受取利息及び受取配当金 △1,551 △1,110

支払利息 849 965

売上債権の増減額（△は増加） △4,211 △188,699

たな卸資産の増減額（△は増加） 102,176 75,004

未収入金の増減額（△は増加） △10,607 △49,979

仕入債務の増減額（△は減少） 28,875 △210,821

前受金の増減額（△は減少） △8,447 60,997

その他 27,444 △48,613

小計 285,167 △285,418

利息及び配当金の受取額 1,874 1,428

利息の支払額 △849 △965

法人税等の支払額 △768 △66,306

法人税等の還付額 7,583 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 293,007 △351,262

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △118,021 △118,142

定期預金の払戻による収入 － 200,077

有形固定資産の取得による支出 △12,012 △12,549

無形固定資産の取得による支出 △3,100 △2,584

投資有価証券の取得による支出 △500 －

その他 858 △644

投資活動によるキャッシュ・フロー △132,775 66,156

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △171

配当金の支払額 △31,404 △30,640

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,404 △30,811

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 128,827 △315,917

現金及び現金同等物の期首残高 1,161,194 1,553,910

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,290,021

※
 1,237,992
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成22年８月１日  至  平成23年１月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用して

おります。

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期会計期間

(自  平成22年11月１日  至  平成23年１月31日)

（四半期損益計算書関係）

  前第２四半期会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益総額の

100分の20を超えたため、当第２四半期会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期会計期

間の営業外収益の「その他」に含まれる「助成金収入」は600千円であります。
　

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年１月31日)

前事業年度末
(平成22年７月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額     686,174千円

 
―――

 
 
 
 

　 　
 
※２  ファクタリング方式により譲渡した
      売上債権の未収額

未収入金 129,328千円

 
―――

 
 
 

※１  有形固定資産の減価償却累計額     662,294千円

 
※２  期末日満期手形の会計処理については、手形交換
日をもって決済処理しております。
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 34,684千円

 
※３  ファクタリング方式により譲渡した
      売上債権の未収額

未収入金 77,916千円

        
※４  期日前解約特約付定期預金

  現金及び預金1,753,987千円のうち100,000千円
（当初預入期間５年、最終満期日平成22年９月14
日）は、継続選択権を銀行のみが保有しており、当
社から解約を行う場合、中途解約精算金を支払う
必要があります。この中途解約精算金の支払によ
り預金元本を毀損する可能性があります。
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(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自  平成21年８月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年８月１日
至  平成23年１月31日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 110,973千円

賞与引当金繰入額 15,586千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,110千円

貸倒引当金繰入額 10千円

製品保証引当金繰入額 11,369千円

※  販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 118,483千円

賞与引当金繰入額 18,616千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,430千円

貸倒引当金繰入額 48千円

製品保証引当金繰入額 7,804千円

　
　

前第２四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年11月１日
至  平成23年１月31日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 49,013千円

賞与引当金繰入額 15,586千円

貸倒引当金繰入額 5千円

製品保証引当金繰入額 4,216千円

※  販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 53,524千円

賞与引当金繰入額 18,616千円

貸倒引当金繰入額 4千円

製品保証引当金繰入額 2,736千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自  平成21年８月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年８月１日
至  平成23年１月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年１月31日現在)

現金及び預金 1,547,050千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △257,029千円

現金及び現金同等物 1,290,021千円
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年１月31日現在)

現金及び預金 1,338,135千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △100,142千円

現金及び現金同等物 1,237,992千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成23年１月31日）及び

当第２四半期累計期間(自  平成22年８月１日  至  平成23年１月31日)
　

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 8,994,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 230,707

　

３  新株予約権の四半期会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期
会計期間末残高
(千円)

提出会社 ― ― 5,384

合計 ― 5,384

（注） 新株予約権を行使することができる期間の初日が到来しているものはありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月22日
定時株主総会

普通株式 30,674 3.50平成22年７月31日 平成22年10月25日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月４日
取締役会

普通株式 30,671 3.50平成23年１月31日 平成23年４月６日 利益剰余金
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認

められないため、記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券が企業の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社には関連会社がないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間(自  平成22年11月１日  至  平成23年１月31日)

  ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名

製造原価 455千円
　

販売費及び一般管理費 698千円

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、自動包装機械製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成23年１月31日)

前事業年度末
(平成22年７月31日)

　 　

　 319.96円
　

　 　

　 319.04円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成23年１月31日)

前事業年度末
(平成22年７月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,809,262 2,799,228

普通株式に係る純資産額(千円) 2,803,878 2,796,151

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 5,384 3,077

普通株式の発行済株式数(株) 8,994,000 8,994,000

普通株式の自己株式数(株) 230,707 229,776

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

8,763,293 8,764,224

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自  平成21年８月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年８月１日
至  平成23年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 10.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 10.14円
　

１株当たり四半期純利益金額 4.34円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4.32円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成21年８月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年８月１日
至  平成23年１月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 91,346 38,075

普通株式に係る四半期純利益(千円) 91,346 38,075

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,989,200 8,763,460

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 18,757 54,782

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

　

EDINET提出書類

ゼネラルパッカー株式会社(E02469)

四半期報告書

26/30



　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年11月１日
至  平成23年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 7.64円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 7.60円
　

１株当たり四半期純利益金額 0.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 0.05円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年11月１日
至  平成22年１月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年11月１日
至  平成23年１月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 68,643 404

普通株式に係る四半期純利益(千円) 68,643 404

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,989,200 8,763,293

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 37,514 55,942

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」適用開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き行っておりますが、

当第２四半期会計期間末におけるリース取引残高が前事業年度末に比べて著しい変動が認められない

ため、記載を省略しております。

　

２ 【その他】

第50期(平成22年８月１日から平成23年７月31日まで)中間配当については、平成23年３月４日開催

の取締役会において、平成23年１月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。

①  配当金の総額                                  30,671千円

②  １株当たりの金額                                ３円50銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成23年４月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年３月５日

ゼネラルパッカー株式会社

取 締 役 会　   御中

　

有限責任監査法人　 ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中  村  誠  一    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    蛯  原  新  治    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼ

ネラルパッカー株式会社の平成２１年８月１日から平成２２年７月３１日までの第４９期事業年度の第２四

半期会計期間(平成２１年１１月１日から平成２２年１月３１日まで)及び第２四半期累計期間(平成２１年

８月１日から平成２２年１月３１日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ゼネラルパッカー株式会社の平成２２年１月３１日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年３月４日

ゼネラルパッカー株式会社

取 締 役 会　   御中

　

有限責任監査法人　 ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中  村  誠  一    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    蛯  原  新  治    ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼ

ネラルパッカー株式会社の平成２２年８月１日から平成２３年７月３１日までの第５０期事業年度の第２四

半期会計期間(平成２２年１１月１日から平成２３年１月３１日まで)及び第２四半期累計期間(平成２２年

８月１日から平成２３年１月３１日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ゼネラルパッカー株式会社の平成２３年１月３１日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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